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I. 総合研究報告書 

厚生労働科学研究費補助金（女性の健康の包括的支援政策研究） 
令和７年度総合研究報告書 
月経随伴症状に関連した健康課題の公衆衛生学的分析とその解決に向けた包括的研究 
研究代表者：平池 修 東京大学医学部附属病院 
 
研究要旨 
本研究は、月経困難症、月経前症候群（PMS）・月経前不快気分障害（PMDD）、異常子宮出血を含

む月経随伴症状が、女性の QOL、学業、就労、労働生産性、経済損失、将来的な健康リスクに及ぼ

す影響を明らかにし、社会実装可能な支援策を検討することを目的とした。第一に、PubMed、

Scopus、医中誌を用いて 2014 年から 2024 年までの英文・和文文献を検索し、月経困難症、

PMS/PMDD、異常子宮出血について、アブセンティズム、プレゼンティズム、QOL、経済損失・生産

性への影響を整理した。レビューの結果、これらの症状はいずれも QOL 低下や学業・就労機能の低

下と関連し、特に欠席・欠勤だけでなく、出席・出勤していても本来の能力を発揮できないプレゼンティ

ズムが大きな社会的損失をもたらすことが示された。第二に、JMDC データベースを用いた後ろ向きコ

ホート研究により、PMS 診断歴のある 18〜49 歳女性では、非 PMS 群と比較して高血圧、糖尿病、

脂質異常症の診断リスクが高く、特に高血圧との関連が一貫して認められた。これは、PMS を若年期

からの生活習慣病予防の入口として捉える必要性を示唆する。第三に、一般集団および医療・教育・

産業保健等の関係者を対象とした認知度調査を実施した。その結果、PMS や月経困難症を自覚して

いても未受診の女性が多く、知識不足、相談先の不明確さ、受診の心理的・時間的障壁が存在するこ

とが明らかとなった。また、支援者側においても月経随伴症状の社会経済的影響に関する認知は十分

でなく、当事者との認識のずれがみられた。以上より、月経随伴症状は個人の問題ではなく、医療、教

育、労働、行政が連携して取り組むべき公衆衛生課題である。今後は、ヘルスリテラシー向上、学校・

職場での支援体制整備、医療アクセス改善、ICT を活用したセルフケア支援を推進する必要がある。 
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Ａ.研究目的 
月経に関連する症状は、生殖年齢女性に広く

みられる健康課題であるにもかかわらず、これ

まで個人の体質や一過性の不調として扱われ

ることが多く、社会生活に及ぼす影響は十分に

評価されてこなかった。月経困難症、月経前症

候群（PMS）・月経前不快気分障害（PMDD）、

異常子宮出血・過多月経は、疼痛、倦怠感、抑

うつ、不安、易怒性、睡眠障害、貧血など多様

な症状を伴い、日常生活の質を低下させるだけ

でなく、学業、就労、家事、対人関係、社会参

加にも影響を及ぼす。特に、欠席や欠勤として

表面化するアブセンティズムに加え、登校・出

勤していても本来の能力を十分に発揮できない

プレゼンティズムは、本人の生活上の困難のみ

ならず、教育・労働・経済の各領域に波及する

重要な問題である。 
しかし、月経随伴症状に関する既存の知見は、

疾患ごと、領域ごとに分断されており、月経困

難症、PMS/PMDD、異常子宮出血を横断的に

捉え、QOL、労働生産性、経済損失、医療受

診行動、将来的な健康リスクを包括的に検討し

た研究は限られている。また、症状を有する女

性の多くが医療機関を受診していないこと、症

状を「我慢するもの」と捉える社会的風潮が残っ

ていること、職場や学校における支援体制が十

分でないことも、早期介入を妨げる要因となっ

ている。さらに、月経随伴症状に関する情報は、

SNS やインターネットを通じて入手される機会

が増えている一方で、医学的に正確な情報が

必要な人に十分届いているとは言い難い。 
本研究では、月経随伴症状を女性個人の健

康問題にとどめず、公衆衛生、教育、労働、産

業保健、医療政策にまたがる社会的課題として

位置付け、その実態と影響を多面的に明らかに

することを目的とした。具体的には、第一に、月

経困難症、PMS/PMDD、異常子宮出血につ

いて、英文・和文文献を対象に、アブセンティズ

ム、プレゼンティズム、QOL、経済損失・労働生

産性への影響を整理する。第二に、大規模レセ

プト・健診データベースを用いて、PMS と高血

圧、糖尿病、脂質異常症などの生活習慣病と

の関連を検討し、月経随伴症状が将来の健康

リスク評価に資する可能性を明らかにする。第

三に、一般集団および医療・教育・産業保健等

に関わる関係者を対象として、月経随伴症状に

関する認知、受診行動、情報源、支援ニーズを

調査し、知識と行動の乖離を把握する。 
以上の検討を通じて、月経随伴症状に対する

適切な医療アクセス、ヘルスリテラシー向上、学

校・職場での支援体制、ICT を活用したセルフ

ケア支援、ならびに政策形成に資する基礎資

料を作成することを目指した。 
 
Ｂ.研究方法 
１）月経随伴症状（月経困難症、PMS、異常子

宮 出 血 ） が absenteeism/presenteeism 、

QOL、経済損失に対し及ぼす影響についての

英文・和文レビュー 
本研究では、月経随伴症状が日常に与える影

響や生活の質に及ぼす影響、さらには女性の社

会進出に及ぼす経済損失を評価することを目的

と し た 。 1) 月 経 困 難 症 （ 月 経 痛 ） 、 2) 
PMS/PMDD、3) 異常子宮出血（過多月経を含

む）の 3 つの症状をターゲットとし、それぞれア

ブセンティズム・プレゼンティズム、生活の質

（QOL）、経済損失・生産性の 3 つのテーマに

ついて評価するため、文献調査（英文・和文）を

実施した。 
＜文献検索方法＞ 
本研究では、月経随伴症状が日常に与える影

響や生活の質に及ぼす影響、さらには女性の社

会進出に及ぼす経済損失を評価することを目的

と し た 。 1) 月 経 困 難 症 （ 月 経 痛 ） 、 2) 
PMS/PMDD、3) 異常子宮出血（過多月経を含

む）の 3 つの症状をターゲットとし、それぞれア

ブセンティズム・プレゼンティズム、生活の質

（QOL）、経済損失・生産性の 3 つのテーマに

ついて評価するため、文献調査を実施した。 
文献のスクリーニングは PRISMA2020 ガイドラ
インに準拠して、2 段階に分けて実施した。1 次
スクリーニングは、2024 年 6 月に 3 つのデータ

ベース（PubMed, Scopus, 医中誌）を用いて、

系統的かつ再現可能な手法に基づき、文献を

包括的に検索・選定した。検索式は資料 4-1 に

記載されているように作成した。検索期間は

2014 年から 2024 年とし、検索日は 2024 年 6
月 24 日とした。検索には月経随伴症状（月経

困難症、PMS/PMDD、異常子宮出血）に関連

するキーワードを用いて、表 1 に示す検索式に

て 検 索 を 実施し た 。 英 文 11,858 報 、 和 文
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2,577 報の文献が抽出された。 
次に、2 次スクリーニングとして、抽出された論

文を１）月経困難症（月経痛）、２）PMS/PMDD、

３）異常子宮出血の 3 つの症状で分類し、その

うえでアブセンティズム・プレゼンティズム、生活

の質（QOL）、経済損失・生産性の 3 つのテー

マについて、研究班メンバーにより 2 次スクリー

ニングを実施した。タイトルと抄録の内容から文

献の選定を実施し、英文論文としては、合計 86
件、１ ） 月 経 困 難 症 （ 月 経痛 ） は 40 件、２ ）

PMS/PMDD は 25 件、３）異常子宮出血は 21
件の文献を選定した（資料 4-2）。 
 
２）大規模データベースを用いた PMS と併存疾

患との関連についての検討 
月経前症候群（PMS）は生殖年齢女性に広く

みられるが、罹患歴のある女性における将来的

な健康への影響については十分に解明されて

いない。そこで本研究では、PMS と将来の高血

圧、2型糖尿病、脂質異常症の発症リスクとの関

連を検討した。 
2005 年 1 月〜2024 年 7 月の間に JMDC デ

ータベースに外来レセプト情報があり、かつ健

康診断を受診した 18〜49 歳の女性のうち、

PMS と診断された 12,620 人を PMS 群、年齢

および保険加入月を一致させた 55,618 人を非

PMS 群として後ろ向きマッチドペアコホート研

究を実施した。主要アウトカムは高血圧・糖尿

病・脂質異常症のいずれかの診断（複合アウト

カム）、副次アウトカムは各疾患個別の診断とし、

Cox 比例ハザードモデルを用いてハザード比

（HR）を算出した。健康診断データベースを備

えた外来保険データベース（JMDC 社）を用い

た PMS と代表的かつ介入しやすい生活習慣病

として高血圧、2 型糖尿病、脂質異常症を取り

上げ、これらとの関連解析をおこなった。PMS
群とコントロール群を 1 対 10 でマッチングさせ

た後方視的ペアコホート研究の立て付けで、主

要アウトカムとしてこれら生活習慣病の病名がつ

いた頻度、複合アウトカム（いずれかの病名がつ

いた場合）を調べ、データの健常性を確認する

ため健診データ異常や処方薬発行を用いた感

度分析を併用した（資料 5−1）。各症例の追跡

期間の中央値は 671日であった。 
 

３）女性特有の健康課題の認知度調査 
月経随伴症状が日常生活に与える影響につ

いて、１）により得られたデータの中からヘルスケ

アプロフェッショナル HCP とみなされる医療関

係者や女性の健康維持に携わる人々（関係者）

に、どの程度われわれ研究班が重要であると考

えられ、一般的でもあるエビデンスが浸透してい

るのかを調べることを目的とし、研究班員がコン

タクトを取ることが可能であった HCP および関

係者 331 名に対し月経随伴症状に関する認知

度調査をおこなった。 
論文レビューから月経随伴症状に関する文献

的知見を抽出したが、全 7 つの知見（資料

6−1）を、本研究班班員による expert review に

より重要なものと選択して、2025 年 7〜11 月の

期間に Google Forms を用いて無記名単回答

によるアンケートをおこなった。 
 
Ｃ.研究結果 
１）月経痛と Presenteeism・Absenteeism、

QOL、経済・労働生産性損失のレビュー 
1-1：月経痛と Presenteeism・Absenteeism

月経困難症や月経痛が就労・就学に与える影

響として、プレゼンティズムおよびアブセンティズ

ムの両面での実態が複数の研究から示された。

中国の看護師長を対象とした Li ら（2023）の調

査では、96.6%がプレゼンティズムを経験してお

り 、 月 経痛や疲労 が主な 要因と さ れ た 。 de 
Arruda ら（2024）のブラジル研究では、月経痛

の重症度に比例してプレゼンティズムのリスクが

高まり、月経量が多い場合にはそのリスクが

2.12 倍に上昇することが示された。学業面では、

スペインの看護学生に対する Abreu-Sánchez
ら（2020）の研究で 92.7%がプレゼンティズムを

経験しており、特に実習などの拘束性の高い授

業でその傾向が顕著であった。出席しなければ

ならないという社会的圧力、成績への不安、罪

悪感が背景にあるとされる。また、Söderman ら

（2019）のスウェーデン高校生対象の研究では、

59%が社会活動の制限を報告しており、36%が

重度の月経困難症を経験していた。一方、アブ

セ ン テ ィ ズ ム に 関 し て は 、 Leon-Larios ら

（2024）がスペインの女性労働者を対象に行っ

た研究で、34.3%が欠勤を検討しながらも実際

に休んだのは 17.3%にとどまり、その理由には

職場の評価や周囲の目を気にする心理的障壁
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があった。学業面では、Fernández-Martínez
ら（2019）のスペインの看護学生に対する研究

で、月経困難症がある学生はそうでない学生と

比べて 6.95 倍欠席のリスクが高く、Söderman
ら（2019）の研究では 14%が毎月欠席、45%が

年に数回欠席していた。Armour ら（2020）のメ

タアナリシスでも、若年女性の約半数が直近 3
周期のうち 1 回以上授業を欠席していることが

明らかとなっている。さらに、Davis ら（2018）の

インドネシア研究では、月経衛生管理の不備や

文化的要因による羞恥心が欠席の主因であるこ

とも示された（資料 1-1）。 
1-2：月経痛と QOL 
フランス人女性 3000 名以上を対象に原発性

月 経 困 難 症 の有病率 と強度 を調査 し た

Fernandez ら（2020）の調査では、79％が月

経時疼痛を経験し、24 歳以下の若年女性では、

66％が現在月経困難症であると報告した。月経

困難症の女性では QOL（SF-36 スコア）の有意

な低下がみられた。オーストラリアの女性におけ

る 月 経 困 難 症 の QOL に 関 す る

Pouraliroudbaneh ら（2024）のメタアナリシス

でも、月経困難症を有する女性の QOL が低下

することが示されている。 
日本人女性を対象とした Mizuta ら (2023) の
調査では、月経困難症が重度になるほど QOL 
スコアが低下すること、特に、慢性的な痛みによ

る負のスパイラルが QOL に著しい影響を与え、

心理的 QOL も低下することを明らかにした。こ

の結果は、月経困難症が単なる身体的な問題

ではなく、精神的な健康にも大きな影響を及ぼ

す可能性を示唆している。日本における月経困

難症の薬物療法と症状に関する Yoshino ら

（2022）の検討では、LEP（低用量エストロゲン・

黄体ホルモン）治療が最も有効であることが示さ

れた。この研究では、LEP 治療を受けた女性は

月経症状の大幅な改善が見られ、QOL や仕事

の生産性も向上したと報告している。一方、

NSAIDs や漢方薬を用いた非 LEP 治療では、

同様の改善は認められなかった。この結果は、

LEP 治療が身体的および精神的な月経症状の

管理に有効であることを示唆している（資料 1-
2）。 
1-3：月経痛と経済・労働生産性損失 

日本人女性の月経困難症の治療パターンと経

済的負担に関する Akiyama ら（2017）の調査

では、月経困難症患者の年間総医療費が対照

群と比較して 2～3 倍高いことが示された。特に

外来受診が費用増加の主要因であり、月経困

難症による医療負担の大きさが明らかとなった。 
de Arruda ら（2024）の横断研究においても、

月経症状のある女性の 44.2％がプレゼンティズ

ムを経験しており、特に月経量が多い女性や月

経痛の強い女性でプレゼンティズムが顕著であ

ったことが示された。 
ま た 、オ ランダの 一般女 性 を対象 と し た

Schoep ら (2019)の大規模アンケート調査では、

女性の 13.8％が月経中のアブセンティズムを報

告し、80.7％がプレゼンティズムによる生産性低

下を経験していること、その経験をする日数は年

間平均 23.2 日であった。しかし、女性が月経に

よる不調がアブセンティズムの理由であると雇用

主や学校に伝えたのは、わずか 20.1%であっ

た。また、Weisberg ら（2016）は、過多月経と

月経痛が重度の女性では、ベッドで過ごす日数

が増加し、仕事の生産性が低下することを報告

している。過多月経/月経困難症が職務遂行能

力に及ぼす影響を評価した Sims ら（2024）の

21 試験のシステマティックレビューでは、過多

月経および月経困難症の女性は仕事中のアブ

センティズム（欠勤）の頻度が高く、1 ヵ月あたり

3.2～17.6 時間の欠勤が発生していた。月経困

難 症 伴 う 推定年間収入損 失 は米国で は

3,555.20～6,294.17 ドルと推定された。一方、

治療による症状改善が、仕事の生産性の向上と

経済的損失の改善に寄与することも報告されて

いる。原発性月経困難症（機能性月経困難症）

の女性を対象にした Han ら（2022）の韓国の調

査では、年間コストの推計が 4,053 ドル（補完

代替医療の直接費用 1,245 ドル＋生産性損失

などの間接費用 2,807 ドル）に達し、月経困難

症が仕事の生産性低下と収入減に関連すること

が示された。日本の大学病院看護師を対象とし

た Ota ら（2023）の調査では、月経に伴う身体

症状を報告した看護師は、"離職意向"を有する

可能性が高いことが示された。そのため、月経

痛などの身体症状に対する介入は、看護師の

就労継続支援につながる可能性が示唆された
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（資料 1-3）。 
 
２ ） PMS と Presenteeism ・ Absenteeism 、

QOL、経済・労働生産性損失のレビュー 
2-1：PMS と Presenteeism・Absenteeism 
日本 の 高校生 901 名を対象に 、 PMS や

PMDD が学校欠席（アブセンティズム）に与える

影響を調査した Tadakawa ら（2016）の横断的

研究では、学生の 11.9％が PMS や PMDD に

関連した症状により月に 1 回以上欠席していた。

不眠・過眠や身体的症状（不眠、乳房の圧痛、

腹部膨満感、頭痛、関節や筋肉痛など）が欠席

のリスク要因として特定され、さらに特に、月に 1
回以上欠 席 す る 学 生 の 11.9％が PMS や

PMDD に関連した症状を報告しており、塩分の

多い食事を好む傾向や定期的な運動の不足と

いった生活習慣も欠席と関連していた。これより、

思春期における適切な運動や食習慣の指導の

重要性が示唆されている。社会経済的階層の違

いが PMS や月経不順の頻度に与える影響を

調べた Nasrullah ら（2016）のパキスタンでの

報告では、低所得層の女子生徒で PMS の罹

患率が高いことが示された。すなわち、低所得

層の女性は医療アクセスの制限や生活環境の

影響を受けやすく、欠席が増加するリスクが高い

と考えられた（資料 2-1）。 
2-2：PMS と QOL  
PMS が女性の QOL 低下に及ぼす影響につ

いては明確にされてきた。PMS が女性の QOL
に影響を与える要因を評価した HadaviBavili
ら（2024）の調査では、PMS の重症度が高いこ

とが QOL にマイナスの影響を与えることを報告

した。また、月経困難症の女性を対象とした

Quick ら（2019）の調査では、PMS を有する場

合に周月経期（月経周期 3～4 日目）月経前週

の QOL スコアが有意に低下することを報告した。

イ ン ド の 女 子 大 学 生 を 対 象 と し た

Bhuvaneswari K ら（2019）の調査でも、PMS
がすべての領域で QOL の低下と関連すること

が報告された。 
PMS における QOL 低下に影響を及ぼす因

子としては、日本人女子高校生大学生を対象と

した Takeda ら（2020）の調査では、月経前症

状質問票（PSQ）測定される月経に対する不公

平感の認識が、月経前症状に影響することが示

された。また、PMS 患者の QOL と線維筋痛症

候 群 （ FMS ） の 関 連 を調査し た Soyupek ら

（2017）の研究では、PMS 患者では精神的

QOL が低下するが、FMS を合併した PMS で

は身体的 QOL が低下することが報告された（資

料 2-2）。 
2-3：PMS と経済・労働生産性損失 
PMS は、職業生活にも大きな影響を与えてい

る。ヨルダンの看護師を対象に、PMS と仕事関

連 QOL の関係を調査した Al-Hmaid ら（2024）

の研究では、PMS を持つ看護師は仕事への満

足度が低く、職場ストレスが高いことが示された。

このことは、PMS が労働生産性の低下やキャリ

アの機会喪失につながる可能性を示唆している。

エジプトの医療従事者と非医療従事者を比較し

た Mahmoud ら（2024）の調査では、医療従事

者における PMS の有病率が高く、仕事関連

QOL が低下していることを報告した。この研究

は、特定の職種における PMS の影響を考慮し

た職場環境の改善の必要性を示している。また、

トルコの看護師を対象とした Kahyaoglu Sut ら

（2016）の調査でも、PMS の有病率が 38.1%
であり、PMS が仕事関連 QOL に負の影響を及

ぼしていることを明らかにされた。特に、PMS の

ある看護師は職場でのストレスが高く、仕事への

コントロール感が低いことが指摘されている。

Maheshwari ら（2023）によるインドの勤労女性

を対象とした調査でも、 PMS 女性で仕事の

QOL が低下していることを報告している。Ozeki
ら(2024)は、日本の女性労働者を対象に、月経

前症候群に関するオンライン教育後の労働生産

性の変化を調査した。研究結果によると、中等

度から重度の PMS を持つ女性のうち、医療援

助を求めた女性は、月経間症状の有意な改善

を報告したものの、PMS 教育後に医療援助を

求めた割合は 4.9%とわずかであり、月経時の

プレゼンティズムには有意な改善が見られなか

った。中程度から重度の PMS の被験者は、周

期全体を通して月経による苦痛をより強く感じ、

仕事におけ る 生 産 性 も 、軽度 か ら 中程度 の

PMS の被験者よりも低いと報告している。また、

Imamura ら(2020)は、日本の女性労働者を対

象とした全国調査で、ヘルスリテラシー（HL）が
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高い女性は PMS によるプレゼンティズムが有

意に少ないことを報告しており、HL の向上が

PMS の管理に重要な要素であることを示唆して

いる（資料 2-3）。 
 
３）異常子宮出血（AUB）と Presenteeism・

Absenteeism、QOL、経済・労働生産性損失の

レビュー 
3-1：AUB と Presenteeism・Absenteeism 
日本において、過多月経の影響を調査した Ito

ら（2024）の横断研究{Ito, 2024 #1}では、鉄剤

を服用している女性のうち、悪心や嘔吐の有無

が労働生産性と関連していることが示された。こ

の研究では、385 名の女性を対象に、鉄剤の副

作用と QOL との関連性を調査した結果、悪心

や嘔吐がある患者では、プレゼンティズムや全

体的な労働障害が有意に高いことが確認された

（p < 0.001）。また、EQ-5D ユーティリティスコ

アが低いほど、労働生産性の低下が顕著であっ

た。異常子宮出血および過多月経がアブセンテ

ィズムの要因となっていることも報告されている。

症状が重度の場合、女性は頻繁に仕事を休む

ことを余儀なくされ、結果として職場での役割が

縮小されるリスクがある。Sims ら（2024）のレビ

ューによると、過多月経の女性は正常な月経周

期の女性と比較して、欠勤する可能性が高いこ

とが示されている。特に、月経中のアブセンティ

ズムは、月経困難症と同様に欠勤への影響が強

く、1 ヶ月あたりの欠勤時間は 3.2〜17.6 時間
に及んだ。また、パートタイム労働者はフルタイ

ム労働者と比較して、月経症状によるアブセン

ティズムが多い傾向が見られた。さらに、貧血に

よる疲労感が長期的な欠勤の主な要因となって

おり、一部の女性は治療を受けることで症状が

改善し、アブセンティズムが減少したことが報告

されている。RCT（ランダム化比較試験）におい

て、鉄剤治療を受けた女性の多くは、数ヶ月後

に仕事の生産性が向上し、アブセンティズムの

減少が観察された（資料 3-1）。 
3-2：AUB と QOL 
HMB および AUB は、貧血や疲労を引き起こ

し、身体機能の低下をもたらす。内科外来を受

診した生殖年齢の女性を対象とした Kocaoz ら

（2019）の調査では、HMB の有病率は 37.9%

であり、月経期間の延長とともに身体機能が低

下することが示された。一般女性を対象とした

Weisberg ら（2016）のアンケート調査では、

HMB に伴う重度の月経痛が女性の QOL に極

めて大きな影響を及ぼし、出血量が多い女性で

寝たきりになる日数が増加することを報告してい

る。また、HMB の治療歴のある女性を対象とし

た Peuranpää ら（2014）の調査では、貧血が

QOL に影響を及ぼすこと、HMB を発症した患

者ではヘモグロビン値の回復には長期間を要す

ることなどが示された。ブラジルの生殖期女性を

対象に 、 AUB の有病率 な ど を調査 し た

Rezende ら（2023）の研究では、AUB の自己

認識率が 31.4％であり、AUB を認識している

女性の 47％が貧血の診断を受け、約 80％が

QOL の低下を訴えた 
一方、子宮筋腫の診断を受けた日本人女性を

対象とした Koga ら（2023）の調査では、子宮筋

腫を有する女性の多くが過多月経などの子宮筋

腫様症状を有しており、特に貧血が QOL およ

び仕事の生産性の低下をもたらすことを報告し

た（資料 3-2）。 
3-3：AUB と経済・労働生産性損失 
日本の HMB や貧血のために鉄剤を服用して

いる女性を対象とした Ito ら（2024）の研究では、

鉄剤による悪心や嘔吐が QOL や労働生産性

に影響を与えることを示した。特に、悪心や嘔吐

を有する女性は、プレゼンティズムの増加や労

働生産性の低下がもたらされた。また、オースト

ラリアの女性を対象とした Weisberg ら（2016）

のアンケート調査では、HMB に重度の月経痛

を伴う場合は、HMB 単独の場合よりも QOL の

あらゆる側面で顕著な低下がみられ、寝たきりの

日数が増加し、その結果労働生産性の低下を

招くことが報告された。子宮筋腫の診断を受け

た日本人女性を対象とした Koga ら（2023）の

調査においても、子宮筋腫を有する女性の多く

が過多月経などの子宮筋腫様症状を有しており、

特に貧血が QOL および仕事の生産性の低下

をもたらすことが示された。同様に、子宮筋腫の

女性患者を対象とした Marsh ら（2018）の調査

では、「子宮筋腫のリスクあり」の女性は月経出

血量が多く、労働生産性の低下に影響を及ぼ

すことが報告された（資料 3-3）。 
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疾患を問わず、月経関連障害は一貫して、健康

関連 QOL の低下、心理的苦痛、および学業・

職業機能の障害と関連していた。生産性の低下

はあらゆる疾患で見られ、その主な要因は欠勤

（absenteeism）ではなく、出社しながらも本来

の能力を発揮できない状態（presenteeism）に

よ る も の で あ っ た 。 月 経 困 難 症 お よ び

PMS/PMDD は欠勤と presenteeism の両方と

関連していたのに対し、過多月経/異常子宮出

血は、貧血関連の症状によってもたらされがち

な業務遂行障害と強く関連していた。不安、抑う

つ症状、感情調節障害、睡眠障害を含む心理

的苦痛は、年齢層や地域を問わず、QOL の低

下に対する主要な要因として浮上した。生活習

慣要因は、症状の重症度や機能への影響を修

飾する要因であるようであった。治療や受診によ

って症状が改善することは多かったものの、生

産性の向上には一貫性がなかった（資料 4−3）。 
 
２）大規模データベースを用いた PMS と併存疾

患との関連についての検討 
ベースラインにおいて、PMS 群は非 PMS 群

に比べて血圧・血糖・脂質の値が良好であり、喫

煙および飲酒の頻度も低かった。 
解析の結果、PMS 群では複合アウトカムの発

症 リ ス ク が有意に 高 く （ HR 1.49, 95% CI: 
1.38–1.61）、副次アウトカムにおいても高血圧

（HR 1.48, 95% CI: 1.27–1.72）、糖尿病（HR 
1.38, 95% CI: 1.19–1.60）、脂質異常症（HR 
1.59, 95% CI: 1.44–1.75）のいずれにおいて

もリスクの上昇が認められた。年齢別のサブグル

ープ解析においても、18〜29 歳を含むすべて

の年代で同様の傾向が確認された。 
さらに、ベースライン時の健診で血圧・血糖・脂

質の異常値を有する者を除外した感度解析、お

よび PMS 診断後 1 年以内に低用量ピルを 3
シート以上処方された PMS 群とその対照群に

限定した解析でも、同様の結果が得られた。一

方で、処方歴や健診値異常をアウトカムとした解

析では、複合アウトカム（HR 1.11, 95% CI: 
1.05–1.17）および高血圧（HR 1.35, 95% CI: 
1.25–1.46）においては関連を認めたが、糖尿

病（HR 1.00, 95% CI: 0.64–1.57）および脂質

異常症（HR 1.05, 95% CI: 0.99–1.13）につい

て は有意な 関 連 は 認 め ら れ な かった （資料

5−2）。高血圧との関連性が最終的に残ったこと

から、PMS 罹患者については若年層からの介

入の必要性が示唆された。 
 
３）女性特有の健康課題の認知度調査 
班員がステークホルダーを務める学会（日本思

春期学会、日本助産師会）、日本人間ドック学

会理事の知己である企業の健康診断に関連す

る管理職、京都における教職員など、個人を特

定しない形でアンケートをおこなうことになった。

月経随伴症状に関する知見のうち一般の方々

にも知ってもらいたい 7 問を抽出し、認知度調

査をおこなった（資料 6-1）。全体的に「知ってい

る」と回答した割合は概ね 60％程度であったが、

月経困難症による経済損失（37.8%）、月経量と

生活の質（44.7%）に関する知識に対しては「知

っている」回答の割合が 50%を下回っていた。

回答者の背景と、「知っている」回答の関連をみ

た多変量解析では、男性であること、義務教育・

高等学校の勤務者、各種医療関係資格を有し

ていないことで有意な負の相関関係が見られた。

月経随伴症状のある人が病院受診をしない理

由の推定では「費用負担があるから」「忙しく病

院へ行く時間がないから」が挙げられ、先行研

究で未受診理由として患者から挙げられている

理由とはギャップが見られた（資料 6-2）。 
上記の内容を班員全員による expert review
によりまとめ、「月経随伴症と上手に付き合う」と

題したガイドブックを作成した。エビデンスを簡

易にまとめ、一般の人々にも見やすい形にし、

職場での配布も可能なように作成された（資料

7）。 
資料 7 は PDF 形式にして、当代表が管理して

いるインターネット・ホームページであるヘルスケ

アラボ（https://w-health.jp）に掲載した。 
 
Ｄ.考察 
本研究では、月経困難症、PMS/PMDD、異常

子宮出血を主な対象として、月経随伴症状が女

性の生活、学業、就労、健康状態に及ぼす影響

を、文献レビュー、大規模データベース解析、

認知度調査の三つの観点から検討した。その結

果、月経随伴症状は、単に月経時あるいは月経
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前後に生じる身体的不調ではなく、QOL、教育

機会、労働生産性、医療受診行動、将来的な生

活習慣病リスクにまで関連する広範な健康課題

であることが示された。特に本研究の意義は、月

経困難症、PMS/PMDD、異常子宮出血を別個

の疾患として扱うだけでなく、「月経随伴症状」と

いう共通の枠組みの中で、社会的・経済的影響

を横断的に整理した点にある。 
文 献 レ ビ ュ ー か ら は 、 月 経 困 難 症 、

PMS/PMDD、異常子宮出血のいずれにおいて

も、QOL 低下、アブセンティズム、プレゼンティ

ズム、労働生産性低下との関連が確認された。

月経困難症では、疼痛そのものに加え、疲労、

集中力低下、活動制限が学業や就労に影響し

ていた。PMS/PMDD では、身体症状に加えて、

気分変動、抑うつ、不安、睡眠障害などの精神

心理的症状が、仕事関連 QOL や対人関係、学

業・業務遂行に影響していた。異常子宮出血や

過多月経では、出血量の多さだけでなく、貧血、

倦怠感、鉄剤治療に伴う副作用などが身体機能

や職務遂行能力を低下させる要因となっていた。

これらの結果は、月経随伴症状の影響を痛みや

出血といった単一症状で捉えるのではなく、身

体的、精神的、社会的機能を含む多面的な評

価が必要であることを示している。 
また、労働生産性への影響を考える上で、プレ

ゼンティズムの重要性が明らかとなった点は特

に重要である。月経随伴症状による社会的損失

は、欠勤日数や医療費だけでは十分に把握で

きない。実際には、多くの女性が症状を抱えな

がら登校・出勤を続けており、その結果、集中力

低下、作業効率低下、判断力低下、対人対応の

困難などが生じている。これは、外部からは見え

にくく、本人も支援を求めにくい損失である。従

来の労働衛生や健康経営では、欠勤や休職と

いった明確な指標が重視されてきたが、月経随

伴症状の負担を正確に評価するためには、プレ

ゼンティズムを含めた指標の導入が不可欠であ

る。特に、医療・教育・サービス業など、対人業

務や身体的負荷を伴う職種では、症状によるパ

フォーマンス低下が本人の負担に加えて、組織

全体の機能にも影響する可能性がある。 
大規模データベース解析では、PMS と生活習

慣病との関連が検討された。PMS 群では、非

PMS 群と比較して、高血圧、糖尿病、脂質異常

症を含む複合アウトカムのリスクが高く、特に高

血圧との関連が比較的一貫して認められた。こ

の結果は、PMS が月経前に限局した症状では

なく、全身的な健康状態や将来的な循環代謝リ

スクと関連する可能性を示している。PMS と高

血圧の関連には、ストレス応答、自律神経系の

変動、睡眠障害、慢性炎症、神経内分泌系の変

化など、複数の機序が関与している可能性があ

る。PMS を有する女性では、月経前の症状に

伴い、過食、塩分摂取増加、運動不足、睡眠の

質低下などが生じる場合もあり、これらの生活習

慣が中長期的に血圧や代謝状態に影響を与え

る可能性も考えられる。 
一方で、糖尿病や脂質異常症との関連につい

ては、解析条件によって結果に差がみられてお

り、診断名、健診値、処方歴のいずれをアウトカ

ムとするかにより解釈が変わる可能性がある。レ

セプトデータを用いた研究では、医療機関受診

の有無や診断名付与のされ方が結果に影響しう

るため、PMS そのものの生物学的影響と、受診

行動・健康意識の違いを完全に分離することは

難しい。それでも、PMS を有する女性において

将来的な生活習慣病リスクが高い可能性が示さ

れたことは、月経随伴症状を若年女性の健康管

理の入口として活用できることを示唆している。

今後は、PMS の評価を契機として、血圧、体重、

睡眠、運動、食事、ストレスなどを含む包括的な

健康支援につなげることが望まれる。 
関係者を対象とした認知度調査では、月経随

伴症状に関する基礎的知識は一定程度共有さ

れていた一方で、経済損失、労働生産性、月経

量と QOL の関連など、社会的影響に関する理

解は十分ではなかった。特に、男性、医療資格

を持たない者、義務教育・高等学校に関わる者

で認知度が低い傾向がみられたことは、今後の

啓発対象を考える上で重要である。月経随伴症

状への支援は、当事者である女性だけに知識を

届ければ十分というものではない。学校では教

職員、家庭では保護者、職場では管理職・人事

担当者・産業保健職、医療現場ではかかりつけ

医や薬剤師など、周囲の理解が受診行動や支

援利用に大きく関わる。したがって、月経随伴症

状に関する教育は、性別や職種を問わず、社会

全体で共有すべき健康教育として位置付ける必

要がある。 
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また、当事者が受診しない理由と、支援者側が

推測する理由にずれがみられたことも重要であ

る。支援者側は費用や忙しさを主な障壁と考え

やすい一方で、当事者側には、症状の医学的

意味がわからない、相談先がわからない、治療

対象と認識していないといった認知面の障壁が

存在する。このずれを解消しないまま支援策を

設計すると、制度や情報提供が実際の受診行

動につながらない可能性がある。今後の介入で

は、単に「受診しましょう」と伝えるだけでなく、ど

のような症状なら相談すべきか、どこに相談でき

るか、どのような治療選択肢があるか、治療によ

ってどのような改善が期待できるかを具体的に

示す必要がある。 
本研究の成果は、医療、教育、職場、行政をつ

なぐ政策形成に活用できる。医療面では、月経

困難症や PMS/PMDD、異常子宮出血に対す

る適切な 診 断 と治療を促進し 、 LEP 製剤、

NSAIDs、漢方薬、鉄剤治療など、症状や背景

に応じた選択肢をわかりやすく提示することが求

められる。教育面では、思春期から月経に関す

る正確な知識を男女ともに学ぶ機会を整備し、

症状が重い場合には医療につながることが自然

な行動であると理解できる環境を作る必要があ

る。職場では、月経随伴症状を理由とした相談

や勤務調整が不利益につながらない仕組み、

管理職教育、産業医・保健師との連携、健康経

営の一環としての支援体制が重要である。行政

には、啓発資材の普及、医療アクセス支援、自

治体単位での相談体制整備、学校・企業への

情報提供が期待される。 
本研究にはいくつかの限界もある。第一に、文

献レビューでは、対象研究のデザイン、評価尺

度、対象集団、症状の定義が多様であり、疾患

間の定量的な比較や結果の統合には限界があ

る。また、検索期間を 2014 年から 2024 年、検

索データベースを PubMed、Scopus、医中誌

に限定しているため、期間外の研究や未収載文

献、灰色文献を十分に包含できていない可能性

がある。第二に、大規模データベース解析はレ

セプトおよび健診情報に基づく後ろ向き観察研

究であり、PMS の診断名や処方歴に依存する

ため、未受診者や軽症者を十分に把握できず、

症状の重症度や診断基準への適合性も直接確

認できない。また、残余交絡の影響を完全には

除外できず、PMS と生活習慣病との因果関係

を示すものではない。追跡期間の中央値が 671
日であることから、長期的な生活習慣病リスクの

評価には今後さらに長期の追跡が必要である。

第三に、認知度調査は横断的かつ自己申告に

基づくため、選択バイアス、想起バイアス、社会

的望ましさによる影響を受ける可能性がある。特

にインターネット調査および関係者調査では、

回答者の属性や関心の程度が結果に影響し、

一般集団やすべての支援者へ結果を一般化す

るには慎重さが必要である。さらに、本研究を構

成する文献レビュー、データベース解析、認知

度調査は異なる集団と方法に基づいており、症

状、労働生産性、受診行動、将来の健康リスク

の相互関係を個人レベルで直接検証したもので

はない。加えて、作成したガイドブックについて

は普及を開始した段階であり、ヘルスリテラシー、

受診行動、症状や労働生産性の改善に対する

効果は今後検証する必要がある。しかし、これら

の限界を踏まえても、月経随伴症状を医学的症

状、社会機能、労働生産性、将来の健康リスク、

ヘルスリテラシーの各側面から統合的に評価し

た意義は大きい。 
今後は、本研究で得られた知見をもとに、前向

き研究や介入研究を進める必要がある。具体的

には、月経随伴症状に対する教育介入、医療

受診支援、職場での配慮、アプリを用いたセル

フモニタリング、生活習慣改善プログラムが、症

状、QOL、プレゼンティズム、アブセンティズム、

受診行動、血圧などの健康指標を改善するかを

検証することが求められる。月経随伴症状を適

切に評価し支援することは、女性の健康増進に

とどまらず、教育機会の保障、就労継続、労働

生産性向上、健康格差の是正に寄与する可能

性がある。 
 
Ｅ.結論 
本研究では、月経困難症、PMS/PMDD、異常

子宮出血を含む月経随伴症状について、文献

レビュー、大規模データベース解析、一般集団

および関係者を対象とした認知度調査を行い、

その健康上・社会上の影響を包括的に検討した。

その結果、月経随伴症状は、疼痛や出血、気分

変動といった個別の症状にとどまらず、QOL 低

下、学業・就労上の困難、プレゼンティズム、ア
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ブセンティズム、労働生産性低下と密接に関連

することが示された。特に、欠席や欠勤として把

握されにくいプレゼンティズムが大きな負担とな

っており、月経随伴症状による社会的損失は従

来考えられてきた以上に大きい可能性がある。 
また、大規模データベース解析により、PMS を

有する女性では将来的な生活習慣病、特に高

血圧のリスクが高い可能性が示された。このこと

は、PMS を月経前の一時的な不調としてのみ

扱うのではなく、若年期からの全身的な健康管

理や予防的介入につなげる視点の重要性を示

している。さらに、認知度調査では、症状を自覚

していても医療機関を受診していない女性が多

く、月経随伴症状に関する知識、相談先、治療

可能性について十分な情報が届いていないこと

が明らかとなった。支援者側においても、月経随

伴症状の経済的・社会的影響に関する理解に

は課題が残されていた。 
 
以上より、月経随伴症状は女性個人の忍耐や

自己管理のみに委ねるべき問題ではなく、医療、

教育、職場、行政が連携して取り組むべき公衆

衛生上の課題である。今後は、正確な情報提供、

学校教育におけるヘルスリテラシー向上、職場

での相談・配慮体制の整備、適切な医療アクセ

スの促進、ICT を活用したセルフケア支援を推

進する必要がある。本研究の成果は、月経随伴

症状を抱える女性が生活、学業、就労において

不利益を受けることなく、健康と能力を十分に発

揮できる社会の実現に向けた基盤となる。 
 
Ｆ. 健康危険情報 
特になし 
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